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オ ン ラ イ ン 同 時 開 催

ふるさと回帰支援センター セミナールームC/D
( 東 京 都 千 代 田 区 有 楽 町 2 - 1 0 - 1  東 京 交 通 会 館 8 階 )

お申し込みはこちら！
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写真提供：佐賀県観光連盟
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-佐賀の広い空の下、バスを運転してみませんか？-

※2

東京ま で 約90分 ！ ※

※1

佐賀市交通局／祐徳自動車／昭和自動車

参 加 無 料

子育ての し や す さ 自 慢

全 国1位

未 経 験 者 歓 迎 ！
ど な た で も 御 参 加 い た だ け ま す

会場・オンラインともに
申し込み締切１/10 (金)まで

現役バス運転士、事業者も参加！

豊かな自然の 中 、

の び の び 暮 ら せ る

※1九州佐賀国際空港-羽田空港までのフライト時間
※2ソニー生命保険株式会社「47都道府県別生活意識調査2023」
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次世代型交通プロモーション運行事業委託事業実施結果（概要）

【事業趣旨】

公共交通における環境負荷の低減等に資するＥＶバスの１
１普及促進に向けて、交通事業者等と連携しながら、プロ１
１モーション運行を実施

実施期間 令和６年１０月１６日（水）～２５日（金）

運行ルート 札幌市～斜里町～富良野市～札幌市（約1,300km）

使用車両 路線型ＥＶバス１両（北海道バス(株)所有）

実施内容

１０日間の長距離走行を行い、運行面の課題
等を確認するとともに、世界自然遺産に指定さ
れた知床国立公園や大雪山国立公園など豊かな
自然環境下で環境保全の取組を実践する斜里バ
ス(株)・ふらのバス(株)等の協力をいただき、
ＥＶバス体験会を開催

実施結果

①快適性等を確認する地域住民向け乗車体験会
→ 計９２人の地域住民が乗車し、低振動、
低騒音で高評価

②操作性等を確認する運転手向け運転体験
→ 計４６人の運転手が運転し、操作性や
加速性能で高評価
なお、導入には車両の保守体制や充電

施設の確保が必要

【事業概要】

【運行ルート】

10/16
札幌市出発

10/16
旭川市到着･給電

10/17
旭川市出発

10/17 斜里町到着･給電
10/18～21 運転体験会
10/19～20 住民体験会
10/22 斜里町出発

10/22 富良野市到着･給電
10/23～24 運転体験会
10/25 富良野市出発

10/25
札幌市到着



【実施結果の概要】

総運行距離 約１，３００ｋｍ

平均燃費 ３．７５ｋｍ／％

充電時間※ １００％充電に約６時間５０分

充電費用※ １００％充電に約３７，０００円

（１）プロモーション期間中の運行状況

（２）運転手向け運転体験会（斜里町・富良野市）

運転者数 計４６名（斜里バス２４名・
ふらのバス２２名）

運行ルート 短距離・中距離ルート等

体験結果 操作性や加速性能で高評価

（３）地域住民向け乗車体験会（斜里町）

乗車人数
計９２名（斜里町・小清水町

・清里町の地域住民等）

運行ルート 市街地ルート（約５km)

体験結果
低振動、低騒音で高評価
（非常時の電源供給等の機能面
は知らないとの意見が多い）

（４）ＥＶバス実装に向けた主な方向性

主なポイント 今後の方向性

車両面 ○ 登坂能力は高くないものの、
走行性能や快適性・静粛性など
は運転手・利用者ともに高評価

○ 走行中のCO2排出量の低減

○ 短中距離で勾配の少
ない市街地周遊ルート
等が効果的

充電施設 ○ 充電には一定の充電時間が必
要

○ 運行ルートと離れて
いない充電施設の確保

運用・
受入体制等

○ 通常時の車両メンテナンスは
負担が少ないものの、運行不能
時には車両メーカーによる整備
が必要

○ 大規模修理や事故時
等の対応のため、車両
メーカーの整備体制の
確立が不可欠

採算性 ○ 現行の電気料金では、通常の
ディーゼルバスと比較して、費
用が割高

○ 今後の電気料金の変
動状況や充電設備の一
般住民への貸出等によ
り収益改善が可能

関係者と連携し、環境負荷の少ない交通の実現に向けた取組を促進

※自動車販売店の給電施設等を活用した際の平均値から算出

○ ＥＶバスの持続的運行に向けては、整備体制の確立が必要であるものの
採算面などから実装は可能

○ 北海道ゼロカーボンの推進に向けて、関係者の一層の意識醸成と利用者
の理解促進が必要





（地域交通に係る人材の現状・課題）

現状・課題

地域交通人材の育成キャラバンin北海道 応募様式ア

一般社団法人交通環境まちづくりセンター

事業の基礎情報

事業実施地域 北海道（各運輸支局管内で1か所ずつ計7か所で実施／札幌・函館・旭川・室蘭・帯広・釧路・北見）

人材育成の対象 市町村交通担当の【A：若手職員】と【B：中堅職員】（加えて道庁・運輸支局・交通事業者の職員もサブ対象とする）

習得するスキル 【A：好通に関する知見，データ活用のノウハウ】，【Ｂ：コーディネートスキル】

人材育成の手法 【A：座学＋フィールドワーク＋ワークショップ（受講者として）】，【B：フィールドワークの企画実施（実践者として）】

人材育成の内容 【A：意義理解，計画策定・調査分析，サービス構築，利用促進に関するセミナー】，【B：実践力獲得のための企画支援】

想定受講人数 【A：170名程度（7か所×20~30名）】，【B：30名程度（7か所×3~5名）】

想定育成人数 【合計：200名程度（受講者A：170名＋協力者B：30名）】

運輸局・運輸支局
への事前相談

北海道運輸局
令和５年度共創モデル実証
プロジェクトの補助有無

有
・令和5年度：自走可能なモビリティ・マネジメントの共創モデル
づくり事業
・令和6年度：地域交通のルーキー人材育成事業

【現状・課題❶／地域交通に関する意義理解と基礎的レベルのスキル習得】

・地方部では地域交通専任人材が不在の自治体も多く学習機会も限られるため，地域交通の意義や知識の習得が不足しサービスの地域格差が生じている

・R5年度にモビリティ・マネジメントの研修を実施したが，受講者の知識レベルもまちまちだったため，より基礎的な内容を求める声が多かった

→必要なスキル：地域交通とは何か，どんな存在意義があるか，データ分析や計画策定の心構えといった基礎的レベルのスキル習得が求められる

【現状・課題❷／取組意欲醸成や成功体験の獲得】

・計画策定やサービス導入自体が目的となってしまい，利用促進や啓蒙活動を含む継続的取組・本質的取組には至らず，計画やサービスが形骸化している

・R6年度に地域交通の意義理解等に関するキソセミナーを実施し意識改革等の高い成果を得たが，現場実践・見学の機会を得たいという意見がみられた

→必要なスキル：利用促進等の取組を「やってみせる」「させてみせる」ことで，現場での経験値や成功体験の獲得といった実践的スキル習得が求められる



（事業の概要）

取組の概要

応募様式ア

●取組内容：北海道内７か所で「地域交通キソセミナー」を開催する

●基本構成：セミナーは「座学」「フィールドワーク」「ワークショップ」の一連の内容による１泊２日形式で構成する

●内容詳細

・座学：地域交通の意義理解とデータ分析・計画策定・調査分析・サービス構築・利用促進に関する基礎的知識に関する講義

・フィールドワーク：開催地自治体と連携したバスの乗り方教室等の企画開催による現場見学・実践の場の提供

・ワークショップ：利用促進・調査分析・計画策定・サービス構築のテーマに分かれて，セミナー後に地元に持ち帰る企画検討の場を提供

●ターゲットと方針

・A：若手職員・・・セミナーを受講してもらうことで，地域交通に関する取組実施において「戦力」と呼べるレベルへの育成を狙う（戦力化）

・B：中堅職員・・・フィールドワークを通して取組の実践力や成功体験を獲得してもらい，他の「模範」となるレベルへの育成を狙う（模範化）

●参加募集の工夫

・参加無料：地方遠隔地の自治体の職員にも学習機会を等しく提供するため，受講料は無料とする

・事前宿題：無気力参加とならないように，事前宿題や上長等からの推薦をいただくなどの工夫を検討する

※プログラム実施に必要な関係者がいる場合、下記に具体的に記載してください。

事業主体において、これまで同種の育成事業に
取り組んだ実績の有無

有

・令和5年度：自走可能なモビリティ・マネジメントの共創モデルづくり事業 →自治体職員等を対象としたセミナーを
3回開催し延べ34名が参加。継続的な乗り方教室等の利用促進の取組実施に繋がった（例：音更町）
・令和6年度：地域交通のルーキー人材育成事業 →自治体職員等を対象としたセミナーを1回開催し37名が参
加。次年度の計画策定やサービス構築，利用促進の企画立案に繋がった（例：オホーツク振興局）

プログラム実施に必要な関係者 関係者の役割

・呉工業高等専門学校・神田佑亮教授（座学講師）
・福島大学/前橋工科大学・吉田樹教授（座学講師）

・座学において「地域交通の意義」や「計画策定・調査分析の心得」についての講師を依頼する

・地域交通に関する先輩職員（自治体・交通事業者等） ・座学において「体験談」や「サービス構築」についての講師を依頼する

・北海道庁（各振興局職員）
・北海道運輸局（各運輸支局職員）

・受講者募集にあたって周知等をご協力いただく

・開催地自治体や地域の交通事業者 ・フィールドワーク実施に向けて協力して各種取組を企画実施していただく

地域交通人材の育成キャラバンin北海道

一般社団法人交通環境まちづくりセンター



（事業実施手順・スケジュール）

（セミナープログラム案）

（開催地候補）※交付確定後調整のため確定ではありません

取組の詳細

役割分担とスケジュール 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

事業主体

委託事業者

外部講師（候補者5名程度）

フィールドワーク協力自治体・事業者

応募様式ア地域交通人材の育成キャラバンin北海道

一般社団法人交通環境まちづくりセンター

交付
申請

関係者
調整

契約

打合せ
協議

開催
準備

開催
準備

セミナー講師

セミナー開催

セミナー開催
アフター
アンケート

効果
検証

効果
検証

とりまとめ
各種
支払等

依頼
承諾

1日目：座学 2日目：フィールドワーク＋ワークショップ ※フィールドワークの想定パターン

・講義１：地域交通の意義 ・フィールドワーク（開催地現場見学企画として） ・パターン１：バスの乗り方教室見学

・講義２：計画策定・調査分析の心得 ・ワークショップ（グループ別に3テーマで検討） ・パターン２：バスの乗降調査実践

・講義３：サービス検討のポイント ・グループ発表（ワークショップ企画を発表） ・パターン３：利用促進イベント参加

・講義４：利用促進の実践技術 ・まとめと講評（各運輸支局長へ依頼） ・パターン４：運転手確保イベント参加

・講義５：先輩職員の体験談 ・アンケート回答（セミナー直後の感想等） →内容は開催地との協議により企画検討する

札幌 当別町 函館 八雲町 旭川 旭川市 室蘭 白老町 帯広 音更町 釧路 釧路町 北見 網走市

打合せ
協議

フィールドワーク
企画実施

依頼
承諾

呉工業高等専門学校・神田佑亮教授（内諾済） 福島大学/前橋工科大学・吉田樹教授（内諾済）

網走バス株式会社・明神健太専務 津別町産業振興課・石川勝己課長 赤井川村保険福祉課・髙松重和課長

外部講師

依頼候補者



（地域交通にもたらされる効果）

（地域全体に及ぶ効果）

（補助事業実施後の予定）

取組の詳細

●地域公共交通計画の策定にあたっては次年度以降のアップデートが求められており，本セミナーを受講し地域交通の意義から学ぶことで，既存計画や新

規計画の本質化・実質化が加速することが期待される（効果の範囲例→道内の地域公共交通計画策定数：125件※広域含む）

●エリア単位での開催により隣接自治体の参加が見込まれるため，共通する生活圏をもつ自治体担当者同士の連携機会に寄与し，広域幹線系統のサー

ビス見直しや利用促進等の一体的取組による相乗効果が期待される（効果の範囲例→道内の地域間幹線系統数：144系統）

●補助事業実施後の継続方針としては以下A～C案が考えられる。

●事業内での効果検証や関係者との意見交換を踏まえて継続方針を検討していく

方針A：本事業主体による自主財源を活用して小規模化した上で継続的取組を実施する（CSR等の観点から実施意向を有している）

方針B：北海道庁や各振興局と連携し，広域の地域公共交通活性化協議会による地域単位で継続的取組を実施する

方針C：北海道運輸局と連携し，毎年開催される人材育成研修へのプログラム組み込み・強化により継続的取組を実施する

検討計画

・2025年度：効果検証に基づく関係者意見交換及び継続方針決定

・2026年度以降：事業の継続

●利用促進等により地域の高齢者の移動手段確保や地域福祉の実現に繋がるため，定住性向上やQOL向上への寄与が期待される

●講義は，地域交通だけではなく地域全体のビジョンやまちづくりとの連携の重要性を説く内容となっており，まちづくり等への相乗効果が期待される

●地域交通に限らず，近隣市町村の担当職員同士のリレーションシップが芽生えることで，生活圏域としてのつながり創出が期待される

資金面
・地方公共団体や他分野関係者による資金拠出の予定等はなし
・事業主体において必要資金を銀行より借り入れを行う予定

応募様式ア地域交通人材の育成キャラバンin北海道

一般社団法人交通環境まちづくりセンター
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⚫ 地方部では地域交通専任職員不在の自治体が多い
⚫ 学習機会や取組リソースが不足している
⚫ 計画作成・調査・施策の停滞・形骸化に繋がってしまう
⚫ サービスレベルや持続可能性について地域格差が生じている

⚫ 地方部であっても暮らし続けられる生活環境の確保
⚫ そのための地域交通の「活性化」と「本質化」が求められる
⚫ これらの実現のためには職員のレベルアップが必要不可欠

A) 若手人材の育成（基礎知識と取組意識の獲得）
B) 中堅人材の育成（他の模範となる取組実践力の向上）
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⚫ 2日行程で以下❶~❸の一連のセミナーを企画開催
⚫ 1日目：座学，2日目：フィールドワーク＋ワークショップ

❶

⚫ 地域交通に取り組む意義と目的を伝えて意識醸成を図る
⚫ 有識者も招聘して座学により基礎的知識理解を図る

❷

⚫ 乗り方教室等を併催して現場からノウハウ等を吸収させる
⚫ 開催協力者（中堅人材）の実践力・技術力向上も図る

❸

⚫ 座学とフィールドワークを踏まえて取組企画を考える
⚫ 企画を地元に持ち帰っていただき取組実践に挑んでもらう
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：

：

：

：

：

：

：

⚫ セミナーは北海道内7か所で順次開催する
⚫ 開催エリアは北海道運輸支局単位で調整する
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⚫ 基本ターゲットは「市町村の交通担当職員」とする
⚫ 加えて，道庁・運輸支局・交通事業者職員もサブ対象とする

▸

⚫ 若手人材はセミナー受講者として参加していただく
⚫ 意義理解と基礎知識習得による戦力化を達成目標とする

▸

⚫ 中堅人材はフィールドワーク協力として参加していただく
⚫ 取組実践力の向上と成功体験獲得を達成目標とする

：

⚫ 若手職員育成▸7エリア×20~30名＝170名程度
⚫ 中堅職員育成▸7エリア×3~5名＝30名程度
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／❶

⚫ アイスブレーク／グループワーク（自己紹介等）
⚫ 講義１／地域交通の意義
⚫ 講義２／計画策定・調査分析の心得
⚫ 講義３／サービス検討のポイント
⚫ 講義４／利用促進の実践技術
⚫ 講義５／先輩職員の体験談
⚫ 情報共有／2日目のフィールドワーク企画について

／❷ ❸
⚫ フィールドワーク／各開催地企画＋終了後意見交換
⚫ ワークショップ／グループに分かれてテーマ別企画を検討

▸テーマ１：利用促進企画
▸テーマ２：計画策定調査分析企画
▸テーマ３：新サービス導入企画

⚫ グループ発表／ワークショップ企画内容を発表
⚫ まとめと講評／各支局長へ依頼

※フィールドワークの企画内容によってプログラムは要調整
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／

⚫ 一般住民等を対象に開催地自治体等と協力して開催
⚫ セミナー受講者は取組実施状況オーディエンスとして見学

／

⚫ バス乗降調査の現場をセミナー受講者に体験してもらう
⚫ 調査のポイントや利用者の生の声に触れて意識変容を目指す

／

⚫ 開催地での利用促進イベントに参加（既存または新規）
⚫ イベント内容や運営方法・参加者雰囲気を体感させる

／

⚫ 開催地での運転手確保イベントに参加（既存）
⚫ イベント内容や運営方法・参加者雰囲気を体感させる
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⚫ 準備フェーズ ・・・ ６～８月（開催地調整・参加者募集）
⚫ 実施フェーズ ・・・ ９～１０月（セミナー７か所開催）
⚫ 検証フェーズ ・・・ １2～1月（アフターアンケート実施分析）

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

交付申請

開催地調整

講師調整

フィールドワーク準備

セミナー参加者募集

セミナー実施準備

セミナー開催

アフターアンケート

効果検証

とりまとめ
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8

十勝
（他地域参加可）

十勝
（他地域参加可）

34名
（実績）

37名
（実績）

200名
（想定）

MM人材 若手人材

A：若手人材

：

実践力強化 戦力化

A：戦力化

B：模範化

MMの意義と
実践手法

取組意義と
基礎知識

A：意義と基礎知識

B：企画調整実践

講義＋WS 講義＋WS

：

B：FW取組支援

※MM：ﾓﾋﾞﾘﾃｨ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ，FW：フィールドワーク，WS：ワークショップ



9

国交省・東急エージェンシー

（一社）交通環境まちづくりセンター事業主体

補助元

プロジェクトチーム

採択・補助金支出

A：若手人材

B：中堅人材

セミナー

フィールドワークの場の提供

現場取組支援

北海道庁
北海道運輸局

協力 協力

呉工業高等専門学校・神田佑亮教授

福島大学/前橋工科大学・吉田樹教授

網走バス株式会社・明神健太専務

津別町産業振興課・石川勝己課長

赤井川村保険福祉課・髙松重和課長

座学講師


